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税務訴訟資料 第２６０号－１０３（順号１１４５９） 

東京高等裁判所 平成●●年（○○）第●●号 法人税更正処分等取消請求控訴事件 

国側当事者・国（水戸税務署長） 

平成２２年６月２４日棄却・上告 

 （第一審・水戸地方裁判所 平成●●年（○○）第●●号、平成２１年１１月２５日判決、本資料２

５９号－２１５・順号１１３２８） 

 

判 決 

控 訴 人       医療法人社団Ａ 

同代表者理事長    甲 

同訴訟代理人弁護士  石島 秀朗 

同補佐人税理士    横山 哲郎 

被控訴人       国 

同代表者法務大臣   千葉 景子 

処分行政庁      水戸税務署長 

           森井泉 育次郎 

被控訴人指定代理人  緒方 由紀子 

同          馬田 茂喜 

同          田辺 之信 

同          太田 智法 

同          日下部 勇帆 

 

主 文 

１ 本件控訴を棄却する。 

２ 控訴費用は控訴人の負担とする。 

 

事実及び理由 

第１ 当事者の求めた裁判 

１ 控訴人 

(1) 原判決を取り消す。 

(2) 処分行政庁が控訴人に対して平成１８年１１月２８日付けでした、平成１２年４月１日か

ら平成１３年３月３１日までの事業年度の法人税の更正処分のうち、所得金額１９６万３３８

３円、納付すべき税額３５万２１００円を超える部分及び重加算税の賦課決定処分をいずれも

取り消す。 

(3) 処分行政庁が控訴人に対して平成１８年１１月２８日付けでした、平成１３年４月１日か

ら平成１４年３月３１日までの事業年度の法人税の更正処分のうち、所得金額１億５２０７万

４３９１円、納付すべき税額４４７１万６８００円を超える部分及び重加算税の賦課決定処分

をいずれも取り消す。 

(4) 処分行政庁が控訴人に対して平成１８年１１月２８日付けでした、平成１４年４月１日か
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ら平成１５年３月３１日までの事業年度の法人税の更正処分のうち、所得金額７８３０万９３

５７円、納付すべき税額２２９４万２３００円を超える部分及び重加算税の賦課決定処分をい

ずれも取り消す。 

(5) 処分行政庁が控訴人に対して平成１８年１１月２８日付けでした、平成１５年４月１日か

ら平成１６年３月３１日までの事業年度の法人税の更正処分のうち、所得金額１億１０３６万

４２７１円、納付すべき税額３３０８万７０００円を超える部分及び重加算税の賦課決定処分

をいずれも取り消す。 

(6) 処分行政庁が控訴人に対して平成１８年１１月２８日付けでした、平成１６年４月１日か

ら平成１７年３月３１日までの事業年度の法人税の更正処分のうち、所得金額８００８万４１

４５円、納付すべき税額２４０１万１２００円を超える部分及び重加算税の賦課決定処分をい

ずれも取り消す。 

２ 被控訴人 

 主文と同旨 

第２ 事案の概要 

１ 事案の要旨 

 控訴人が、給食業務を委託していたＢ株式会社（以下「Ｂ」という。）に対して給食材料費の

名目で支払っていた金員（以下「本件給食材料費」という。）を全額損金に算入して、平成１２

年４月１日から平成１３年３月３１日までの事業年度（以下「平成１３年３月期」という。）、平

成１３年４月１日から平成１４年３月３１日までの事業年度（以下「平成１４年３月期」という。）、

平成１４年４月１日から平成１５年３月３１日までの事業年度（以下「平成１５年３月期」とい

う。）、平成１５年４月１日から平成１６年３月３１日までの事業年度（以下「平成１６年３月期」

という。）及び平成１６年４月１日から平成１７年３月３１日までの事業年度（以下「平成１７

年３月期」といい、平成１３年３月期ないし平成１７年３月期の事業年度を併せて「本件各事業

年度」という。）の法人税の確定申告をし、さらに、その修正申告をしたところ、処分行政庁は、

本件給食材料費の支払は、実質的にはＢを介した有限会社Ｃ（以下「Ｃ」という。）への利益供

与であり、法人税法３７条（平成１３年３月期及び平成１４年３月期につき平成１４年法律第７

９号による改正前のもの、平成１５年３月期ないし平成１７年３月期につき平成１８年法律第１

０号による改正前のもの）に規定する寄附金に該当するとして、本件各事業年度における法人税

の増額更正処分及び重加算税の賦課決定処分をした。 

 本件は、控訴人が、被控訴人に対し、上記更正処分のうち修正申告額ないしその修正額を超え

る部分の取消し及び上記重加算税賦課決定処分の取消しを求めた事案である。 

 原審は、控訴人の請求を棄却したので、これを不服として、控訴人が控訴した。 

２ 法令等の定め及び前提事実は、原判決「事実及び理由」欄の「第２ 事案の概要」の１及び２

（原判決３頁１６行目から９頁７行目まで）に記載のとおりであるから、これを引用する。 

 ただし、原判決４頁２４行目冒頭から５頁２行目末尾までを、以下のとおり改める。 

「 控訴人は、甲が個人病院として開設したＥ病院を前身として、昭和６０年２月１５日に設立

された、病院及び老人保健施設の経営等を主たる目的とする医療法人である。控訴人の主たる

事務所の所在地は、水戸市であり、本件各事業年度における控訴人の理事長は、甲（以下「甲

理事長」という。）である。」 

３ 争点及びこれに関する当事者の主張 
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 争点及びこれに関する当事者の主張は、原判決「事実及び理由」欄の「第２ 事案の概要」の

３及び４（原判決９頁８行目から１２頁１２行目まで）に記載のとおりであるから、これを引用

する。 

 ただし、原判決９頁９行目を「(1) 本件給食材料費が平成１４年法律第７９号による改正前

の法人税法３７条２項及び平成１８年法律第１０号による改正前の同条３項に規定する「寄附

金」に該当するか」と改める。 

第３ 当裁判所の判断 

１ 争点(1)（本件給食材料費の寄附金該当性）について 

(1) 前記前提事実に証拠（甲４、乙１０の１ないし４、乙１１の１ないし４、乙１２ないし１

７、乙１９ないし２５）及び弁論の全趣旨によれば、以下の事実を認めることができる。 

ア 甲理事長は、昭和５７年に個人病院としてＥ病院を開設し、昭和５９年８月３１日には、

妻と２人で出資者となって、Ｅ病院に対するレントゲンフィルムの販売、入院患者等への給

食材料の供給などの業務を行う会社としてＣを設立した。 

イ Ｅ病院での給食業務は、当初、同病院が行い、昭和６０年２月１５日に控訴人が設立され

た後は控訴人が行っていたが、控訴人は、平成９年１月１５日以降、本件業務委託契約に基

づいて、Ｂに対し、Ｅ病院の給食業務を委託するようになった。 

 本件業務委託契約上は、控訴人がＢに対して必要な数の給食を発注し、Ｂは、受注した給

食に必要な材料及びその数量を算出し、食材の納入業者に対して直接必要量を発注すること

とされていた。 

ウ 平成９年３月ころ、Ｂは、担当者の丁を通じて、甲理事長から、「食材業者にＣを絡ませ

て欲しい。」、「Ｃは伝票だけ絡ませてくれればいいんだ。」、「Ｃが絡んだ部分の金額は、Ｂで

負担するのではなく、Ｅ病院で負担する。」と要請され、この要請を受け入れることにした。 

エ その結果、Ｅ病院の給食に供される食材費の請求及び支払が以下の方法で処理されるよう

になった。 

(1) 食材の納入業者からの請求については、平成１７年３月まではＢの子会社であったＤ

が請求金額の取りまとめを行い、Ｃに対してその請求金額の合計額を請求する。 

(2) Ｃは、Ｂに対して、Ｄから請求を受けた金額に本件給食材料費と同額を上乗せした金

額を請求する。 

(3) Ｂは、控訴人に対して、本件業務委託契約に定められた食種別の単価に患者数又は給

食数を乗じて計算した額と月間管理費（本件委託費）、「給食材料費」（消費税込み）、本件

委託費に対する消費税等の額の合計額を請求し、その際、Ｂは、控訴人に対し、金額のみ

が記載され算出根拠の記載がされていない「給食材料費」をその余のものと明確に区分し

て記載した請求書（本件請求書）を交付する。 

(4) 控訴人は、Ｂに対して、上記(3)により、本件請求書に記載された金額を支払う。 

(5) Ｂは、Ｃに対して、上記(2)によりＣから請求を受けた金額を支払う。 

(6) Ｃは、Ｄに対し、上記(1)により、Ｄから請求を受けた金額を支払う。 

オ ＣとＢ又はＤとの間で、Ｅ病院の給食材料の調達に係る契約書等の書面が作成されること

はなく、上記エのような請求と支払の処理がなされるようになった以降も、Ｃは、給食材料

の発注業務に全く関与せず、給食材料は、鮮魚、青果等の各食材業者から直接Ｅ病院に納品

されていた。 
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カ 本件各事業年度において、Ｂが控訴人に対し本件請求書に基づいて請求した金額、及び、

そのうち「給食材料費」の金額は、原判決別表４－１ないし４－５の「請求金額」及び「左

のうち本件給食材料費の額」の各欄に記載のとおりであり、控訴人からＢへの本件各事業年

度における本件給食材料費の支払日と支払額は、原判決別表５の「①原告支払日」及び「②

本件給食材料費」の各欄に記載のとおりである。 

 また、ＢからＣへの支払日と支払額及びＣからＤへの支払日と支払額は、原判決別表５の

「③入金年月日」、「④入金額」、「⑤振込み年月日」及び「⑥出金額」の各欄に記載のとおり

である。 

 その結果、Ｃは、本件各事業年度において、毎月、控訴人がＢに対して本件業務委託契約

の費用を支払った日の約１か月後にに、原判決別表５の「⑦入出金差額」欄に記載の金員（原

判決別表５の②欄の金額に振込手数料が上乗せされたもの。ただし、平成１５年２月分及び

３月分は振込手数料の上乗せがなかった。）を取得した。 

(2) 平成１４年法律第７９号による改正前の法人税法３７条２項及び平成１８年法律第１０号

による改正前の同条３項に規定する寄附金とは、その名義にかかわらず、内国法人が金銭その

他の資産又は経済的利益の贈与又は無償の供与（広告宣伝及び見本品の費用その他これらに類

する費用並びに交際費、接待費及び福利厚生費とされるべきものを除く。）をした場合におけ

る当該金銭又は金銭以外の資産であり、法人の事業に関連するか否かを問わず、法人が行う対

価性のない支出をいうものである（上記各改正前の法人税法３７条６項又は７項）。 

 これを本件についてみると、上記(1)の事実によれば、Ｂが控訴人から受領していた業務委

託費用のうち、本件給食材料費は、本件業務委託契約に基づいてＢが遂行した給食業務の対価

であるとは認められず、また、Ｂは、控訴人が支出する本件給食材料費の名目上の受取人とし

て、控訴人とＣ間の金銭授受に介在したにすぎないことが明らかであって、本件給食材料費は、

控訴人が、実質的にはＣに対する無償の利益供与を行う目的で支出した金員であると認めるの

が自然かつ合理的であり、この認定を覆すに足りる証拠はない。 

 そうすると、本件給食材料費は、平成１４年法律第７９号による改正前の法人税法３７条２

項及び平成１８年法律第１０号による改正前の同条３項に規定する寄附金に該当するものと

認められる。 

(3) 控訴人の主張について 

ア 控訴人は、本件給食材料費の支払がＣによる業務の対価であるかどうかは、Ｃに対する課

税処分において斟酌されるべきであり、控訴人に対する課税の根拠とすることは許されない

旨主張する。 

 しかし、控訴人は、その法人税の確定申告において、本件給食材料費を経費として損金に

計上しているのであるから、その適否を判断するに当たって、本件給食材料費が経費として

支出されたことの合理性すなわち業務の対価性の有無を考慮することは当然の理である。し

たがって、控訴人の主張はその前提を欠き、採用することができない。 

イ 控訴人は、控訴人に対する課税処分においては本件給食材料費の業務対価性を認めず、Ｂ

及びＣに対する課税処分においては業務対価性を認めるというのは、課税標準に二重性があ

るものといえ、本件給食材料費相当額のうち損金算入限度額を超える部分について法人税の

二重課税という結果も生じさせているから、憲法８４条の租税法律主義に反し、違法である

と主張する。 
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 しかし、法人税法は個々の法人を課税主体として課税を行うこととしており、それらの法

人が関与した取引に係る寄附金該当性の判断も、各法人ごとに個別に行われるものであるか

ら、本件給食材料費に係るＢ及びＣに対する課税の有無は控訴人に対する課税処分を違法と

する根拠とはなし得ない。 

 したがって、控訴人の主張は採用することができない。 

ウ 控訴人は、課税庁は控訴人の調査に際して公正を欠く態度で臨み、これに対し控訴人が調

査を拒否したことへの懲罰として調査対象期間を３年から５年としたことなど、本件各処分

の過程に違法又は不当な点があった旨主張するが、これを基礎付けるに足りる事情を認める

ことはできないから、同主張は採用することができない。 

 なお、国税通則法７０条１項１号（平成１６年法律第１４号による改正前のもの）は、更

正は原則として法定申告期限から３年を経過した日以後においてはすることができない旨

を規定しているが、同条５項は、同条１項の規定にかかわらず、「偽りその他の不正行為」

によりその全部又は一部の税額を免れた国税の更正は、その更正に係る国税の法定申告期限

から７年を経過する日まですることができる旨規定している。本件についてみるに、前記１

(1)及び(2)のとおり、控訴人は、実体のない本件給食材料費に相当する金額を「給食材料費」

と記載した本件請求書をＢに作成・交付させ、これによりＣに対する無償の金銭の提供を給

食材料の取引であるように仮装し、正当に納付すべき税額を過少にしたものであるから、こ

の行為が上記の「偽りその他の不正行為」に該当することは明らかである。本件各更正処分

は、いずれも法定申告期限から７年以内にされたものであって、この点に違法は認められな

い。 

エ その他、控訴人は、本件給食材料費を寄附金として扱うことの違法性について種々主張す

るが、争点(1)に対する前示の認定判断を覆すには足りず、採用することができない。 

２ 争点(2)（控訴人が国税通則法６８条１項の事実を隠ぺいし、又は仮装したといえるか否か）

について 

(1) 国税通則法６８条１項所定の重加算税の制度は、納税者が過少申告をするについて隠ぺい、

仮装という不正手段を用いていた場合に、過少申告加算税よりも重い行政上の制裁を科するこ

とによって、悪質な納税義務違反の発生を防止し、もって申告納税制度による適正な徴税の実

現を確保しようとするものであるから、重加算税を課するためには、納税者のした過少申告行

為そのものが隠ぺい、仮装に当たるというだけでは足りず、過小申告行為そのものとは別に、

隠ぺい、仮装と評価すべき行為が存在し、これに合わせた過少申告がなされたことを要するも

のと解すべきである（最高裁平成７年４月２８日第二小法廷判決・民集４９巻４号１１９３頁

参照）。 

 本件についてみるに、前記１(1)及び(2)のとおり、控訴人はＢに対し「伝票だけＣを絡ませ

て欲しい」旨を要請し、実体のない本件給食材料費に相当する金額を「給食材料費」と記載し

た本件請求書をＢに作成・交付させて、控訴人から支出された本件給食材料費を無償で継続的

にＣに取得させ、その支出を給食材料の取引に係る支払であるかのように仮装していたもので

あり、こうした控訴人の行為が、国税通則法６８条１項の「納税者がその国税の課税標準等又

は税額等の計算の基礎となるべき事実の全部又は一部を隠ぺいし、又は仮装していたとき」に

該当することは明らかである。 

(2) 控訴人は、本件給食材料費は、控訴人及びＢの帳簿に記載され税務申告されており、控訴
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人は、Ｂが作成した請求書に基づいて本件給食材料費を支払ったにすぎず、控訴人には、帳簿

上、隠ぺい及び仮装の事実がないと主張する。 

 しかし、控訴人とＢ間、ＢとＣ間の各取引が帳簿に記載されていても、その記載がこれらの

取引行為の経済的実質を反映するものでない以上、納税者が課税標準等の計算の基礎となる事

実を隠ぺいし、又は仮装したと認めるのに何ら差し支えはないといえるから、控訴人の主張は

採用できない。 

３ 控訴人は、本件重加算税賦課決定処分においては、控訴人が何を「仮装した」のかについて示

されていないから、理由付記がなく、違法であると主張する。 

 しかし、重加算税賦課決定の方式について定めた国税通則法３２条３項及び４項は、賦課課税

方式による国税を賦課決定する場合に、その賦課決定書にその決定をした理由を付記すべきもの

とは定めておらず、同法７４条の２第１項により課税処分については行政手続法１４条１項の適

用が除外されている上、法人税法においても、重加算税の賦課決定通知書にその決定した理由を

付記すべきものとした規定は存しないから、本件重加算税賦課決定処分において理由が付記され

ていないからといって、そのことからただちに同処分が違法であるとは解されない。 

 控訴人は、行政処分には、その根拠となる法律に該当する事実を示すことを要するとも主張す

るが、重加算税賦課決定処分について理由の付記を要するとの法令の定めがない以上、その付記

がないことをもって同処分を違法とすることができないことは上記のとおりである。 

 したがって、控訴人の主張は採用することができない。 

４ 以上の次第で、本件各処分の取消しを求める控訴人の請求は理由がないから、これと同旨の原

判決は相当である。 

 よって、本件控訴を棄却することとし、主文のとおり判決する。 

 

東京高等裁判所第１９民事部 

裁判長裁判官 青栁 馨 

   裁判官 小林 敬子 

   裁判官 大野 和明 


